
貸   借   対   照   表
（平成28 年 3月 31日現在）

（単位 ： 円）

〔  負債の部  〕

流  動  資  産 8,926,845,574   流  動  負  債 5,206,608,023

現 金 及 び 預 金 44,953,223 買 掛 金 3,555,237,139

受 取 手 形 3,267,870 短 期 リ ー ス 債 務 233,715

売 掛 金 1,017,654,741 未 払 金 1,355,400

新 車 1,343,272,593 未 払 消 費 税 54,005,923

中 古 車 947,050,886 未 払 法 人 税 等 253,656,884

部 品 54,917,477 未 払 費 用 514,619,734

貯 蔵 品 60,963,811 前 受 金 290,840,839

短 期 貸 付 金 4,002,345,216 預 り 金 185,308,389

未 収 入 金 1,108,061,664 賞 与 引 当 金 351,350,000

未 収 法 人 税 等 -                              

前 払 費 用 77,527,386   固  定  負  債 2,213,118,706

繰 延 税 金 資 産 186,830,707 長 期 リ ー ス 債 務 -                              

そ の 他 流 動 資 産 80,000,000 預 り 保 証 金 -                              

仮 払 金 -                              長 期 未 払 金 3,917,000

貸 倒 引 当 金 -                              退 職 給 付 引 当 金 2,209,201,706

固  定  資  産 2,326,835,756

有 形 固 定 資 産 1,532,116,969

建 物 31,998,200

構 築 物 4,228,000

機 械 装 置 724,736,685 負 債 合 計 7,419,726,729

車 両 運 搬 具 1,546,216,801 〔  純 資 産  の  部  〕

工 具 器 具 備 品 457,119,564 株主資本 3,833,954,601

リ ー ス 資 産 7,500,000   資   本   金 95,000,000

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,239,682,281 　資本剰余金 287,796,099

建 設 仮 勘 定 -                              その他資本剰余金 287,796,099

無 形 固 定 資 産 20,033,679

電 話 加 入 権 20,033,679

ソ フ ト ウ ェ ア -                                利益剰余金 3,451,158,502

利 益 準 備 金 23,750,000

投資その他の資産 774,685,108 その他利益剰余金 3,427,408,502

投 資 有 価 証 券 600,000 　　繰越利益剰余金 3,427,408,502

関 係 会 社 株 式 -                              純 資 産 合 計 3,833,954,601

長 期 貸 付 金 2,200,000

そ の 他 投 資 6,844,600

破 産 更 生 債 権 18,442,159

貸 倒 引 当 金 △ 18,190,825

繰 延 税 金 資 産 764,789,174

資 産 合 計 11,253,681,330 負債 ・ 純資産合計 11,253,681,330

〔  資産の部  〕



個　別　注  記  表

①　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　（１）有価証券の評価基準及び評価方法　

子会社株式                   ： 総平均法による原価法

その他有価証券

　時価のないもの ： 総平均法による原価法

　　（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

新車・中古車及び貯蔵品 ： 個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に伴う簿価切下げの

方法により算定しております。）

部品 ： 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に伴う簿価

切下げの方法により算定しております。）

　　（３）固定資産の減価償却方法

有形固定資産 ： 定率法

（リース資産を除く）

無形固定資産 ： 定額法

尚､自社利用のソフトウェアは社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。

リース資産 ： リース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を

採用しております。

　　（４）引当金の計上基準

貸倒引当金 ： 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込み額を計上し

ております。

賞与引当金 ： 従業員に対する賞与の支給に充てるため、将来の支給見込み額のうち当期の負担額を

計上しております。



退職給付引当金 ： 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込み

額に基づき計上しております。

会計基準変更時差異については１５年による均等額を費用処理しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による

定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

による定額法により翌期から、費用処理することとしております。

役員退職慰労引当金 ： 取締役、執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を

長期未払金として計上しております。

　　（５）消費税等の会計処理 ： 税抜方式によっております。

②　株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数

普通株式 ： 1,900株

③　当期純利益金額 ： 601,987,804円
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